
人事委員会における給与勧告の仕組み

【資料６】

○ 人事院の給与勧告と同じ仕組み
・ 公務員と民間の給与及びボーナスを調査した上で、精密に比較し、勧告を実施。
・ 民間給与調査（全国共通）は人事院との共同調査。比較の方法は人事院と同じ。

民間給与調査（全国共通、人事院との共同調査）
企業規模５０人以上かつ事業所規模５０人以上
（全国約10 200事業所（母集団約54 000事業所））

職員給与調査
（全職員）

民間給与を
より広く把握し反映（H18～）

・ 企業規模を１００人以上→５０人以上（全国約10,200事業所（母集団約54,000事業所））

前年８月から
当年７月までの

ボ

【 民 間 給 与 】
事務・技術関係従業員の４月分実支給額

【 職 員 給 与 】
行政職の職員の４月分実支給額

規
・ 比較対象をスタッフ職にも拡大

改定状況や
雇用調整等
の状況

ボーナスの支給状況
事務 技術関係従業員の４月分実支給額 行政職の職員の４月分実支給額

職員の年間支給
月数と比較

仕事の種類、役職段階、学歴、年齢を同じくする者同士の給与を比較
（ラスパイレス方式）月数と比較

情勢適応の原則、均衡の原則にのっとり
給料表 改定勧告 容を決定

（ラス イレス方式）

国公準拠の刷新（H１８～）

従前の国公準拠の考え方を刷新し、

他の地方公共団体の給与
人事委員会勧告（９月～１０月）

給料表・手当の改定勧告内容を決定
従前の国公準拠の考え方を刷新し、
地域民間給与をより一層反映。

人事院勧告の取扱い閣議決定

人事院の給与勧告

人事委員会勧告（９月～１０月）

県議会知事 給与条例改正案（１２月議会）

給与改定事務次官通知（助言通知）


